
議案第３６号 令和８年度秦野市一般会計補正予算（第１号）に 

対する修正動議 

 

上記の動議を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１５条の３及び

秦野市議会会議規則（平成３年９月２１日議会規則第１号）第１７条の規定に

より、別紙の修正案を添えて提出します。 
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議案第３６号 令和８年度秦野市一般会計補正予算（第１号）に 

対する修正案 

 

 議案第３６号令和８年度秦野市一般会計補正予算（第１号）の一部を次のよ

うに修正する。 

 第１条第１項中「５億３，２９３万７千円」を「２億７，５２４万５千円」

に、「６７６億７，２９３万７千円」を「６７４億１，５２４万５千円」に改

める。 

 第１条第２項「第１表 歳入歳出予算補正」を別表のとおり改める。 

  

 

（修正理由） 

地域脱炭素推進事業費に「省エネ家電」の買換えに対する補助金を、電子地

域通貨事業費に電子地域通貨「はだのＯＭＯＴＡＮコイン」の利用者に付与す

るポイント加算に係る費用を計上しているが、これらの事業は、本市の主体的

な政策判断に基づき、責任ある行財政運営のもとで一般財源によって継続的に

実施していくべきものであり、今回の国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金」を活用する事業としては、対象を低所得者やひとり親家庭に絞った

事業と比べると、財政の原則である「所得の再分配」の観点から優先度が低い

と思われることから、当該費用を削除するため、予算の一部を修正しようとす

るものである。 

 

 



15 14,216,815
207,307
426,134

14,424,122
14,642,949

2 国庫補助金 2,849,241
207,307
426,134

3,056,548
3,275,375

18 415,836 30,000 445,836

1 寄附金 415,836 30,000 445,836

20 500,000
37,938
76,803

537,938
576,803

1 繰越金 500,000
37,938
76,803

537,938
576,803

67,140,000
275,245
532,937

67,415,245
67,672,937

2 6,696,962 31,741 6,728,703

1 総務管理費 5,254,348 31,741 5,286,089

3 32,162,197 3,504 32,165,701

1 社会福祉費 15,590,482 3,504 15,593,986

4 4,933,804 41,252 4,975,056

2 環境費 317,454 41,252 358,706

6 2,134,381 216,440 2,350,821

1 商工費 2,134,381 216,440 2,350,821

7 8,942,870 240,000 9,182,870

4 都市計画費 5,206,581 240,000 5,446,581

67,140,000
275,245
532,937

67,415,245
67,672,937

商工費

土木費

歳　　出　　合　　計

補　正　額

総務費

国庫支出金

寄附金

繰越金

歳　　入　　合　　計

民生費

衛生費

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出

款 項 補正前の額 計

 千円  千円  千円
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